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にんじんの生産・価格・輸出動向
（１）生産動向
ア 主産地の概要
中国のにんじんの主な産地としては、山
東省と福建省がある（図１）。
山東省のにんじん生産は、東

とう

営
えい

市、濰
い

坊
ぼう

市、青
ちん

島
たお

市に集中している（図２）。栽培
面積および収穫量は、2012年は干ばつの
影響により落ち込んだものの、2013年以

降は、おおむね横ばいで推移しており、
2015年は栽培面積３万3333ヘクタール、
収穫量250万トンとなり、10アール当た
り収量7.5トンとなった（図３）。
2015年の同省の生産コストは、2012年
に比べ３割以上上昇しており、中でも土地
賃借料、種（苗）代、人件費の上昇が著しく、
人件費は３年で２倍に高騰している（表
１）。

海外情報

１　中国
日本が輸入するにんじん（生鮮）の多くを中国産が占めていることから、今号では、にんじん
の生産動向などを紹介する。

主要国の野菜の生産動向等
調査情報部

福建省

山東省

北京

図１　にんじんの主な生産地

資料：機構作成
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図２　にんじんの主な生産地（山東省）

資料：機構作成
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図３　にんじんの栽培面積および収穫量の推移（山東省）

資料：機構調べ

（単位：元／10ａ）

2012 年
2015 年

増減率
土地賃借料 1,200 1,500 25%
種（苗）代 135 225 67%
肥料費 550 550 0%
農薬費 150 150 0%
人件費 750 1,500 100%
その他 350 350 0%

合　計 3,135 4,275 36%
資料：機構調べ
　注：種（苗）代は、日本種子で計算。

表１　にんじんの生産コスト（山東省）
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一方、福建省のにんじん生産は、東南部
の厦

あ も い

門市、泉
せん

州
しゅう

市、漳
しょう

州
しゅう

市に集中してい
る（図４）。2015年は栽培面積6200ヘク
タール、収穫量46万5000トン、10アー
ル当たり収量7.5トンであり、収穫量は前
年に比べ３割ほど減少している（図５）。
これは、2014年後半から2015年前半に
かけて、同省のにんじん相場が低調に推移
したため、農家が栽培面積を縮小させたこ
とに加え、大雨の影響により単収が減少し
たことによる。
地域別に見ると、厦門市では、都市化の
進展に伴い農地が減少し、にんじんの栽培

面積も2012年の3000ヘクタールから、
2015年は1500ヘクタールまで半減した。
一方、泉州市は、2012年の2667ヘクター
ルから、2015年は3000ヘクタールに増
加しており、省内でも異なる傾向が見られ
ている。
2015年の同省の生産コストは、2012
年に比べ、７割強上昇しており、山東省同
様に土地賃借料と人件費の上昇に加え、後
述する特定の種子への需要の高まりから、
種（苗）代が著しく高騰していることが影
響している（表２）。

図４　にんじんの主な生産地（福建省）

資料：機構作成
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イ 生育ステージ
山東省では、主に露地栽培で春作と秋作
に分けられる（図６）。春作は、２月下旬
～３月上旬には種、４月上中旬に定植、６
月上中旬に収穫される。一方、秋作は、７
月下旬～８月上旬には種、９月上旬に定植、

10月中下旬に収穫される。春作は、温室
での育苗となる分コストが高くなるため、
収穫量は秋作の方が多い。
品種は、数年前は、新黒田五寸、紅秀な
どが人気だったが、最近は、孟

もん

徳
で

爾
る

808
が主流となっている。
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図５　にんじんの栽培面積および収穫量の推移（福建省）

資料：機構調べ

（単位：元／10ａ）

2012 年
2015 年

増減率
土地貸借料 1,200 1,500 25%
種（苗）代 3,600 7,200 100%
肥料費 250 250 0%
農薬費 150 150 0%
人件費 750 1,500 100%
その他 350 350 0%

合　計 6,300 10,950 74%
資料：機構調べ
　注：種（苗）代は、日本種子で計算。

表２　にんじんの生産コスト（福建省）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

春にんじん

秋にんじん

収穫は種

定値 収穫は種

定値

図６　にんじんの生育ステージ（山東省）

資料：関係者への聞き取りにより機構作成
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福建省では、秋作が主流であり、９月下
旬～ 10月上旬には種、11月上旬に定植、
翌年の１～３月に収穫される（図７）。輸
出用の品種が多く栽培されているが、その
中でも高収量で鮮やかな紅色の「坂田
316」は、高価格で取り引きされるため、
農家が好んで生産することから、栽培面積
が拡大している（写真１）。

（２）価格動向
山東省では６月と10月頃、福建省では、
３月頃に、収穫が集中するため価格が低迷
する（図８、９）。
福建省について見ると、2015年春は生
産量が増えたため、価格が大幅に下落し、
一部の産地ではほ場廃棄が行われた。しか
し、その後、多くの農家が栽培面積を縮小
させたため、2016年春の収穫量は前年に

比べ15％程度減少する見込みとなり、３
月現在、価格は高水準で推移している。

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

秋にんじん 収穫 は種 定植

図７　にんじんの生育ステージ（福建省）

資料：関係者への聞き取りにより機構作成

写真１　福建省の「坂田316」の収穫風景
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図８　にんじんの平均卸売価格の推移
（山東省）

資料：中国蔬菜網 
　注：�山東青島莱西市東庄頭蔬菜卸売市場服務有限公司の毎

月の販売量と金額から算出（加重平均値）。
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図９　にんじんの平均卸売価格の推移
（福建省）

資料：中国蔬菜網 
　注：�福建省厦門市同安閩南果蔬卸売市場の毎月の販売量と

金額から算出（加重平均値）。
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（３）輸出動向
中国から輸出されるにんじんは、主に生
鮮（冷蔵）であり、近年は増加傾向で推移
し、2015年の輸出量は約65万3000トン
となった（図10）。輸出先国は、韓国、ベ
トナム、タイ、日本などアジア諸国が中心
であり、日本向けは、春は福建省から、秋
は山東省からが多い。日本において、中国

産にんじんは、加工・業務用に仕向けられ
ており、実需者ニーズに則した品質・規格
で安定した需要がある（写真２、３）
なお、近年、東南アジアにおいて、にん
じんの栽培面積が拡大しており、特にベト
ナムなどは中国産より価格競争力があるた
め、輸出量を増やしているといわれている。
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図10　にんじんの国別輸出量の推移

資料：「Global Trade Atlas」
　注：ＨＳコード07061000（にんじん（生鮮、冷蔵））。

写真３　箱詰めされた輸出用にんじん写真２　輸出用にんじんの選別作業
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（１）ブロッコリー、レタスおよびセルリー
の生産動向

ア ブロッコリー
（ア）作況および作付面積
ブロッコリーの収穫は、スタニスラウス
郡では２月中旬に、トゥーレアリ郡では２
月中旬から３月初旬にかけて行われた。サ
リナスバレーでは、例年より約１週間早い

３月中旬の時点で既に収穫作業が開始され
た。また、カリフォルニア州の北部から中
部にかけては、３月中旬の豪雨により一時
的に干ばつが終息を迎えた。
なお、本稿中の為替レートは、１米ドル�
＝ 114円（2016年３月末日ＴＴＳ相場：
113.68円）を使用した。

（イ）生産者価格
2016年１月のブロッコリーの生産者価
格は、需要が落ち着きをみせたことから前
年同月比24.3％安の１キログラム当たり
1.12米ドル（128円）となった（表１）。
2月も低調に推移し、3月初旬時点では、

１カートン（14個）当たり８〜９米ドル
（１キログラム当たり88~99円。気配値。
以下同じ）で出荷されていた。サリナスバ
レーからの出荷量はまだ少ないため、需要
が供給をやや上回る状態は当分続く見込み
である。

２　米国
米国からは、日本への輸出が多いブロッコリー、レタスおよびセルリー（セロリ）（以下
「セルリー」という）について、それらの主産地であるカリフォルニア州を中心とした生産動向
を紹介する。また、トピックスとして食料ロスの現状と対策について概説する。

リバーサイド

ベンチュラ郡

フレズノ郡 

インペリアル郡

トゥーレアリ郡

リバーサイド郡
サリナスバレー

サン・ホアキンバレー

スタニスラウス郡

図１　カリフォルニア州の地図

資料：カリフォルニア州ホームページの地図より機構作成
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（ウ）対日輸出動向
2016年１月のブロッコリーの対日輸出
量は、米国での豪雨の影響などにより648
トンとなり、前月を大幅に上回ったものの

前年同月比22.1％減となった。一方、輸
出単価は前年並みの１キログラム当たり
1.13米ドル（129円）と、前月までの高
値から下落し、落ち着きを見せた（表２）。

（エ）東京都中央卸市場の入荷量および価格
2016年１月の東京都中央卸売市場の米
国産ブロッコリーの入荷量は、前年同月比
92.9％減の４トンであった。平均価格は
１キログラム当たり331円と、前年同月

比19.9％安となった（表３）。なお、同月
に同市場で最も入荷量が多かったブロッコ
リーは愛知産（784トン）で、価格は米
国産を10.3％下回る１キログラム当たり
297円であった。

イ　レタス
（ア）作況および作付面積
主産地の一つであるサリナスバレーで
は、暖かい天候により収穫が例年より約１
週間早まっているものの、同地域からの出
荷が本格化する４月下旬までは、フレズノ
郡を含むサン・ホアキンバレー地域のレタ
ス収穫・出荷が中心となる見通しである。
３月初旬時点で出荷されているレタスの一
部には、葉脈の透過などの問題が報告され

ており、品質はやや不良の様子であるが、
同月中旬時点では、フレズノ郡のレタスの
生育は良好であった。

（イ）生産者価格
2016年１月のレタスの生産者価格は、
供給過剰を背景に前月から大幅に下落した
が、前年同月比では10.7％高の１キログ
ラム当たり0.93米ドル（106円）となっ
た（表４）。３月初旬時点では、インペリ

（単位：米ドル/kg）
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
生産者価格 1.48 0.66 1.05 1.12 1.20 0.76 0.84 1.10 1.26 1.28 1.43 1.87 1.12

資料：米国農務省全国農業統計局（ＵＳＤＡ/ＮＡＳＳ）

（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg)
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
輸出量 832 1,072 1,042 3,667 2,355 2,270 2,313 1,961 1,986 1,119 619 167 648
輸出額 916 1,176 1,241 4,215 2,731 2,832 2,932 2,580 2,710 1,485 794 240 735
単　価 1.10 1.10 1.19 1.15 1.16 1.25 1.27 1.32 1.36 1.33 1.28 1.44 1.13

資料：米国農務省海外農務局（ＵＳＤＡ／ＦＡＳ ＧＡＴＳ Database）

表１　全米の生鮮ブロッコリーの生産者価格

表２　米国産ブロッコリーの対日輸出量および輸出額

（単位：トン、円/kg）
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
入 荷 量 56 41 101 166 174 174 172 159 142 126 54 18 4
卸売価格 413 407 388 438 356 354 342 351 435 416 306 173 331

資料：東京都中央卸売市場

表３　東京都中央卸売市場の米国産ブロッコリーの入荷量および平均卸売価格
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アルバレーから出荷されていた結球レタス
は、１カートン当たり約７米ドル（１キロ

グラム当たり35円）で取引されていた。

（ウ）対日輸出動向
2016年1月の結球レタスの対日輸出量
は、前年同月比58.0％増の128トンとな
り、輸出単価は同31.3％安の１キログラ
ム当たり1.12米ドル（128円）であった

（表５）。また、その他レタスの輸出量は
68トン（前年同月比29.6倍）と、前年同
月を大幅に上回った一方、輸出単価は過去
一年間で最も低い1キログラム当たり1.19
米ドル（136円）であった（表６）。

（エ）東京都中央卸市場の入荷量および価格
2016年１月の東京都中央卸売市場の米
国産レタス（ロメインレタス、フリルレタ
スなど。結球レタスを除く）の入荷量は、
前年同月を大きく下回る0.4トン（前年同
月比85.7％減）となり、卸売価格は過去

１年間で最も高い１キログラム当たり
518円（同74.4％高）であった（表７）。
一方、前年８月から12月にかけて、わず
かながら入荷されていた米国産結球レタス
は、2016年１月には入荷がなかった。

（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg)
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
輸出量 81 14 6 105 241 195 411 308 245 299 182 49 128
輸出額 131 56 22 123 324 263 473 384 278 306 207 51 144
単　価 1.62 4.00 3.67 1.17 1.34 1.35 1.15 1.25 1.13 1.02 1.14 1.04 1.12

資料：米国農務省海外農務局（ＵＳＤＡ／ＦＡＳ ＧＡＴＳ Database）

（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg)
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
輸出量 2.3 5.2 2.1 17.8 4.4 3.8 9.2 14.2 46 54.9 3.8 21.5 68
輸出額 16 17 10 58 10 7 16 22 109 71 6 42 81
単　価 6.96 3.27 4.76 3.26 2.27 1.84 1.74 1.55 2.37 1.29 1.58 1.95 1.19

資料：米国農務省海外農務局（ＵＳＤＡ／ＦＡＳ ＧＡＴＳ Database）

表５　米国産レタスの対日輸出量および輸出額（結球レタス）

表６　米国産レタスの対日輸出量および輸出額（結球レタス以外）

（単位：米ドル/kg）
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
生産者価格 0.84 0.34 0.42 0.51 0.55 0.67 0.41 0.79 1.08 0.76 1.32 1.14 0.93

資料：米国農務省全国農業統計局（ＵＳＤＡ/ＮＡＳＳ）

表４　全米の結球レタスの生産者価格
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ウ　セルリー
（ア）作況および作付面積
３月初旬、カリフォルニア州は例年にな
い暖かさに見舞われたため、セルリーの生
育は滞った。現地報告によると、３月初旬
はベンチュラ郡オックスナードから主に出
荷されており、６月中旬まで同郡が主要生
産地となる。なお、３月中旬の時点で出荷
されているセルリーの品質には、ばらつき
が発生しているとされている。

（イ）生産者価格
2016年１月のセルリーの価格は、前年

同月比244.2％高の１キログラム当たり
1.48米ドル（169円）であった（表８）。
同価格は2015年12月末以降、高い水準
で推移している。現地報道によると、価格
上昇のピークは過ぎたものの、３月初旬の
１カートン（24茎）当たりの価格は、ベ
ンチュラ郡オックスナード産は約11米ド
ル（１キログラム当たり46円）、リバーサ
イド郡コーチェラ産は約12米ドル（１キ
ログラム当たり50円）、インペリアル郡産
は約10米ドル（１キログラム当たり42円）
であった。

（ウ）対日輸出動向
2016年１月の米国産セルリーの対日輸
出量は、前年同月比37.9％減の332トン
であった。また、輸出単価は前年比、前年

同月比ともに35.2％高の１キログラム当
たり0.96米ドル（109円）と大幅に上昇
した（表９）。

（単位：トン、円/kg）
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
入 荷 量 2.8 1.5 0.7 1.0 1.1 1.2 0.2 0.03 0.4 0.6 0.4 0.4 0.4
卸売価格 297 301 292 322 330 338 410 410 426 410 445 413 518

資料：東京都中央卸売市場

表７　東京都中央卸売市場の米国産レタスの入荷量および平均卸売価格（結球レタス以外）

（単位：米ドル/kg）
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
生産者価格 0.43 0.32 0.31 0.41 0.59 0.39 0.38 0.52 0.50 0.62 0.89 1.32 1.48

資料：米国農務省全国農業統計局（ＵＳＤＡ/ＮＡＳＳ）

表８　全米の生鮮セルリーの生産者価格

（単位：トン、千米ドル、米ドル/kg)
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
輸出量 535 105 915 587 1,024 828 413 501 654 423 444 230 332
輸出額 380 129 614 385 662 516 287 311 447 282 324 166 319
単　価 0.71 1.23 0.67 0.66 0.65 0.62 0.69 0.62 0.68 0.67 0.73 0.72 0.96

資料：米国農務省海外農務局（ＵＳＤＡ／ＦＡＳ ＧＡＴＳ Database）

表９　米国産セルリーの対日輸出量および輸出額
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（エ）東京都中央卸市場の入荷量および価格
2016年１月の東京都中央卸売市場の米
国産セルリーの入荷量は、13トンと前年
同月比48.0％減であった。一方、卸売価
格は、同59.3％高の１キログラム当たり

290円であった（表10）。なお、同市場で
最も入荷量が多かったセルリーは静岡産
（374トン）であり、平均価格は米国産を
1.4％下回る１キログラム当たり286円で
あった。

（２）トピックス
　 　～米国の食料ロスの現状と対策～
国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）が
2011年に発表した「世界の食料ロスと食
料廃棄、その規模、原因および防止策」に
よると、世界中で生産された食料の約３分
の１は失われたり、または廃棄されたりし
ており、その量は年間約13億トンに及ぶ。
特に先進国では、消費可能な食材が大量に
廃棄されている。米国農務省（ＵＳＤＡ）
によれば、米国内の小売業または消費者レ
ベルでは、30.9％の食料は食べられずに
処分されたり、または廃棄されており、生
産から小売りまでの工程を含めると、この
割合はさらに高くなる。世界規模の課題で
ある食料ロス（注）および廃棄の米国での現
状とそれに対する取り組みについて概説す
る。
注：�ＵＳＤＡ／ＥＲＳは、食料ロスおよび食料廃棄物の

定義を以下の通りとしている。
　　�　食料ロス（Food Loss）：可食食料のうち、人に
消費されなかった部分を指す。調理中のロスや保管
中の水分ロス、カビや害虫によるロス、環境管理の
失敗、食事の残さなどを含む。

　　�　食料廃棄物（Food Waste）：食料ロスのうち、
消費されなかった食料を指す。例えば、小売店での
廃棄や食事の残さなど。

（ア）食料ロスの現状
米国では、食料ロスの大部分は消費者レ
ベル（外食・宅配などを含む）で起こって
いる。米国では、食費が世帯所得に占める
割合が小さく（約１割）、消費者は高品質、
便利で外見の良い食料品を求める傾向にあ
るため、形状が悪く、小売業の基準を満た
ない食料は廃棄されることが多い。また、
食べきれないものや味などの理由で捨てら
れるものも多い。それに加え、ＵＳＤＡは、
消費者が食料品に表示される「賞味期限」
と「消費期限」の意味を誤解し、まだ食べ
られる食品を処分することもしばしばある
と指摘している。
米国農務省経済調査局（ＵＳＤＡ/ＥＲＳ）
が行った調査によれば、2010年の小売お
よび消費者レベルの食料ロスは供給量全体
の30.9％を占め、6028万トンであった
（表11）。金額にすると1616億米ドル（18
兆4224億円）に上り、米国民一人当たり
年間食料ロスは195キログラムとなる（表
12）。
また、環境保護庁（ＥＰＡ）の試算によ
れば、米国の一般固形廃棄物に食品廃棄物
が占める割合は紙類に次いで最も多く、
14％に上る。また、食品廃棄物がリサイ

（単位：トン、円/kg）
2015年 2016年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
入 荷 量 25 12 20 35 35 39 38 38 32 32 24 25 13
卸売価格 182 214 200 183 179 187 188 194 187 189 171 178 290

資料：東京都中央卸売市場

表10　東京都中央卸売市場の米国産セルリーの入荷量および平均卸売価格
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クルされる割合は３％と少ないため、リサ
イクル後の一般固形廃棄物に占める割合は
21％と最も高い。

イ　野菜の食料ロスの現状
ＵＳＤＡ／ＥＲＳは、同調査で食料ロス
の内訳についても分析している。これによ
ると、野菜は、乳製品に次いでロスの多い
品目であり、食料ロス全体に占める割合
（重量ベース）は19.0％となっている（図
２）。また、野菜のロス率（供給量に占め
る食料ロスの割合）を細かく分析すると、
生鮮が高く、供給される生鮮野菜の
33.6％（816万トン）は食べられずに処
分されており、その３分の２以上は消費者
レベルで生じていることが分かる。また、
加工野菜の食料ロスは322万トンであり、
ロス率は23.4％であった（表13）。

量
（万トン）

金額
（億米ドル）

食料供給量 19,504 5,540
食 料 ロ ス 6,028 1,616

資料：米国農務省経済調査局（ＵＳＤＡ/ＥＲＳ）

量
（kg）

金額
（米ドル）

一人当たりの
食料ロス 195 522

資料：米国農務省経済調査局（ＵＳＤＡ/ＥＲＳ）

表11　�小売および消費者レベルの推定食料
ロス（2010年）

表12　�国民１人当たりの小売および消費者
レベルの推定食料ロス（2010年）

食料供給量
（万トン） 食料ロス

（万トン） 小売レベル
（万トン）

消費者レベル
（万トン）食料供給量に

占める割合
食料供給量に
占める割合

食料供給量に
占める割合

　全体 19,504 6,028 30.9% 1,950 10.0% 4,078 20.9%
　野菜 3,806 1,143 30.0% 318 8.3% 826 21.7%

生鮮 2,427 816 33.6% 236 9.7% 581 23.9%
加工 1,379 322 23.4% 82 5.9% 240 17.4%

資料：米国農務省経済調査局（ＵＳＤＡ/ＥＲＳ）

表13　野菜の推定食料ロス（2010年）

牛乳・乳製品
19.1%

野菜
19.0%

穀物
13.9%

果物
13.9%

砂糖および甘味料
12.6%

食肉および
魚介類
11.5%

油脂
7.5%

鶏卵
2.1%

ナッツ類
0.4%

図２　食料ロス全体に占める各品目の割合（2010年）

資料：ＵＳＤＡ/ＥＲＳ
　注：割合は、重量ベースで算出。
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ウ　政府側の取り組み
食料ロスの問題は、食料安全保障の観点
のみではなく、経済的な面でも重要である。
ＵＳＤＡによると、米国では平均的な４人
世帯でも毎年1500米ドル（17万1000
円）分の食料を食べずに廃棄しているとみ
られ、このような食料ロスを15％減らせ
ば、2500万人分の食料が確保されると試
算している。この課題に対応するため�
ＵＳＤＡとＥＰＡは、2013年に「米国食
料廃棄チャレンジ（U.S. Food Waste 
Challenge）」事業を立ち上げた。同事業
では、食のバリューチェーンに携わるさま
ざまな企業や団体が集まり、食料ロスを減
らすための最善の方策について情報交換を
行っており、現在では会員数が4000を超
えている。また、2015年９月にＵＳＤＡ
は、ＥＰＡとともに初めて食料ロスの目標
値を掲げ、2030年までに食料ロスを半減
するとした。連邦政府は今後、民間セクター
や地方政府だけでなく、慈善団体などとも
連携して、食料ロスの削減に取り組む。ま
た、ＵＳＤＡは栄養政策促進センター�
（ＣＮＰＰ）を通じて食料ロスに関する情
報提供を行い、ＥＰＡとともに民間セク
ターに対して自主的な食料ロス削減目標を
設定するように呼び掛けている。
食料ロス削減に向けた有効な取り組み事
例として、ＵＳＤＡ/ＥＲＳは英国の「廃
棄削減行動計画」（ＷＲＡＰ）を挙げてい
る。英国では2012年、５年前に比べ世帯
数が４％増加したにもかかわらず、食料ロ
スは15％減少した。ＥＲＡは、ＷＲＡＰ
が消費者、産業界、地方行政などに対して
食料ロスに関する意識を高める活動を行っ
たことが、食料ロス削減に貢献したと評価
している。

エ　民間セクターの取り組み
民間セクターの主要な取り組みとして、「食
料廃棄削減連合（Food Waste Reduction 
Alliance, ＦＷＲＡ）」が挙げられる。�
ＦＷＲＡは小売り、製造およびフードサー
ビスのそれぞれの立場から食料廃棄につい
て理解を深め、共同で対応することを目的
に、食料製造業業者協会（ＧＭＡ）、食料マー
ケティング研究所（ＦＭＩ）、全米レストラ
ン協会（ＮＲＡ）に加えて30社以上の民間
企業が集まって2011年に設立された。ＦＷ
ＲＡは①食料廃棄の発生の削減、②必要と
する人々に対する食料寄付の拡大、③避け
られない食料廃棄のリサイクル（飼料化、
堆肥化、エネルギー化）の３つの目標に沿っ
て活動を行って、具体的には「ベストプラ
クティスおよび解決策のためのツールキッ
ト」を作成し、各企業が行っている活動の
情報共有や食料の寄付を行うための手順、
フードバンクなど既存の寄付プログラムに
参加するための手続きを紹介している。
また、企業レベルでの取り組みも増えてい
る。ペンシルベニア州のスーパーチェーン店
Giant Eagleは、外見の良くない青果を販売
する取り組み「Produce with Personality
（個性ある青果）」を実施している。これは、
２日間で全てが完売となり、売上げが24％
増加したフランスの大手スーパー
「Intermarche」の事例を参考にしている。
米国政府が2015年９月に初めて食料ロ
スの削減目標を設定し、民間企業もさまざ
まな取り組みを行っており、今後も、こう
した動きが増えていくものと考えられる。
政府目標を達成するためには、消費者レベ
ルでの意識改革のみならず、これまでデー
タの少ない生産レベルでの食料ロスの実態
把握と対策も必要であろう。


